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介護保険事業特別会計歳入歳出予算の概要

平成22年度介護保険事業特別会計歳入歳出予算の総額は、22億7,000万円で前年度の

21億8,200万円に比べて8,800万円の増額となり、伸率は、4.0％となっています。

今年度は、『第４期大磯町介護保険事業計画』（平成21年度～23年度）の中間年であ

り、介護保険事業の円滑な実施を目指し予算編成を行っています。

歳入については、介護保険料は４億7,422万円で前年度に比べて1,016万円の増（対前

年度伸率2.2％増）で、第１号被保険者（65歳以上）数の増に伴うものです。また、国

庫支出金は４億5,582万円で1,295万円の増（同2.9％増）、支払基金交付金は６億5,396

万円で2,723万円の増(同4.3％増)、県支出金は３億2,981万円で1,349万円の増（同

4.3％増）、繰入金は３億5,413万円で2,367万円の増（同7.2％増）でそれぞれ保険給付

費の増によるものです｡

歳出については、保険給付費は21億6,681万円で前年度に比べて9,237万円の増（同

4.5％増）で、介護認定者数の増に伴うサービス利用の増によるものです。また、地域

支援事業費については3,947万円で397万円の減（同9.1％減）となっており、保険給付

費と地域支援事業費で歳出全体の97.2％を占めています。
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（歳入） （単位：千円　％）

対 前 年
度

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 伸 率

１. 保 険 料 474,224 20.9 464,058 21.3 10,166 2.2

２. 使用料及び手数料 351 0.0 364 0.0 △ 13 △ 3.6

３. 国 庫 支 出 金 455,819 20.1 442,869 20.3 12,950 2.9

４. 支 払 基 金 交 付 金 653,961 28.8 626,730 28.7 27,231 4.3

５ 県 支 出 金 329 812 14 5 316 323 14 5 13 489 4 3

1.1％

11.0％

平成18年度

平成19年度

1,802,000

1,944,000

2,270,000

平成18年度を100とした指数

100.0

107.9

109.0

歳入歳出予算額

○　最近年度予算額

（単位：千円）

対前年度伸率年 度

1.5％

7.9％

121.1

平 成 22 年 度 平 成 21 年 度
款 別 比 較 増 減

介護保険事業特別会計

126.0

○　前年度対比表

1,965,000

4.0％

平成20年度

平成22年度

平成21年度 2,182,000
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５. 県 支 出 金 329,812 14.5 316,323 14.5 13,489 4.3

６. 財 産 収 入 180 0.0 188 0.0 △ 8 △ 4.3

７. 繰 入 金 354,133 15.6 330,464 15.2 23,669 7.2

８. 繰 越 金 1,500 0.1 984 0.0 516 52.4

９. 諸 収 入 20 0.0 20 0.0 0 0.0

2,270,000 100.0 2,182,000 100.0 88,000 4.0

※構成比は端数処理の結果、計が符合しない場合があります。

（歳出） （単位：千円　％）

対 前 年
度

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 伸 率

１. 総 務 費 60,028 2.6 60,933 2.8 △ 905 △ 1.5

２. 保 険 給 付 費 2,166,809 95.5 2,074,439 95.1 92,370 4.5

３. 地 域 支 援 事 業 費 39,470 1.7 43,443 2.0 △ 3,973 △ 9.1

４. 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

５. 基 金 積 立 金 190 0.0 198 0.0 △ 8 △ 4.0

６. 公 債 費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

７. 諸 支 出 金 1,501 0.1 985 0.0 516 52.4

８. 予 備 費 2,000 0.1 2,000 0.1 0 0.0

2,270,000 100.0 2,182,000 100.0 88,000 4.0

※構成比は端数処理の結果、計が符合しない場合があります。

歳 出 合 計

比 較 増 減

歳 入 合 計

款 別
平 成 22 年 度 平 成 21 年 度
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保 険 料 474,224 総務費 60,028

使用料及び手数料 351 保険給
付 費

2,166,809

国 庫 支 出 金 455,819 地域支
援事業

39,470

支 払 基 金 交 付 金 653,961 基金積
立 金

190

県 支 出 金 329,812 その他 3,503

繰 入 金 354,133 2,270,000

そ の 他 1,700

2,270,000

保険料

20.9%

使用料及

び手数料

0.0%

国庫支出

金

20.1%支払基金

交付金

28.8%

県支出金

14.5%

繰入金

15.6%

その他

0.1%

歳入の構成比

総務費

2.6%

保険給付

費

95.5%

地域支援

事業費

1.7%

基金積立

金

0.0%

その他

0.2%

歳出の構成比
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※構成比は端数処理の結果、計が符合しない場合があります。
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内　容 増減額（千円） 増減要因


個人町民税 △ 78,000 個人所得の減


法人町民税 △ 64,300 業績不振による減


固定資産税 43,000 家屋課税分による増


4 配当割交付金 配当割交付金 △ 26,500 景気低迷による投資の減


5 株式等譲渡所得割交付金 株式等譲渡所得割交付金 △ 18,000 景気低迷による投資の減


8 自動車取得税交付金 自動車取得税交付金 △ 14,000 景気低迷及び税制改正による減


地方特例交付金 25,400 子ども手当特例交付金の増


特別交付金 △ 24,000 制度廃止による減


10 地方交付税 普通交付税 60,000 国の施策による増


児童手当負担金 △ 87,215 制度改正による減


子ども手当負担金 391,388 制度改正による増


まちづくり交付金 △ 6,000 対象事業費の減


狭あい道路整備等促進事業補助金 9,500 狭あい道路整備事業


地震補強等補助金 △ 35,000 （Ｈ21国府中学校改修事業）


児童手当負担金 △ 50,115 制度改正による減


子ども手当負担金 60,646 制度改正による増


緊急雇用創出事業臨時特例基金市町村補助金 40,281


ふるさと雇用再生特別基金市町村補助金 26,880


市町村振興補助金 20,700 ごみ処理広域化事業


衆議院議員総選挙及び国民審査委託金  △ 12,923 （Ｈ21事業）


参議院議員通常選挙費委託金 10,425


県知事・県議会議員選挙費委託金 6,072


国勢調査費交付金 13,390


16 財産収入 町有地売払収入 △ 392,000 町有地売却の減


児童福祉費寄附金 △ 100,000 （Ｈ21篤志家による寄附）


旧吉田茂邸再建基金寄附金 45,000


18 繰入金 財政調整基金繰入金  △ 16,000 財源調整


市町村振興協会市町村交付金 △ 21,825 交付額の減


町有建物損失補償金 △ 34,600 （H21月京幼稚園施設整備事業）


平塚大磯ブロックごみ処理広域化分担金 52,852


ごみ処理広域化事業債 64,000 新規事業


臨時財政対策債 288,000


国府中学校改修事業債 △ 80,000 （Ｈ21事業）


20 諸収入


21 町   債


17 寄附金


９ 地方特例交付金


14 国庫支出金


歳入の主な増減要因


款　別


1 町   税


15 県支出金
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